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化の推移と将来推計」参照)。老年人 口比率が高 まることは,当 然のこととして,生 産年齢人
口(productiveagepopulation)における労働者の高齢化,労 働人口(theworkingpopula-
tion)における高齢化を高めることにな り(図表(1)参照),経 営および労働の面において,
あるいは社会生活の全般に関わ る諸側面において,高 齢化への対応を求 められることにな るこ
とは言 うまでもない。
本論では,労 働の場に焦点をあてて,企 業経営における労働力の高齢化をめ ぐる主張を整理
し,論 題についての考察を加えることに したい。
高齢化の進展 とともに,経 営上の問題 として,ま た人事労務管理上の問題 として主張されて
きた主要な問題は,処 遇上の問題 と賃金に関する問題が中心 とな ってい るが,前 者は,伝 統的
なわが国の処遇体系にあ っての年齢,学 歴,年 功(経 験年数)等 の属人的要素に比重を置いた
処遇管理のゆきづ まりから,如 何なる処遇が妥当かを模索する主張であ ったといえる。
後者においても,属人的要素に比重を置いた退職一時金の問題をも含 む賃金管理に関する問
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図表(1)わ が国人 口の 高齢化 の推移 と将来 推計
項目
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割 合 65歳以上人 口 割 合
生産年齢
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労 働 力































































































































































1982年以前 は総理 府統計 局 「国勢調 査」 「推 計人 口」 「労 働力調 査」(1984年)
1990年,2000年は雇 用政 策調 査研 究所推計(1984年)・
1985年以 後は厚 生省人 口問 題研究 所 「日本 の将来人 口新 推計(1986年8月暫定推 計)」
(注)高 齢 化率=(65歳 以 上人 口)÷(総 人 口)×100
生産 年齢人 口の中高年 化率=(45～64歳生 産年齢人 口)÷(15～64歳生 産年齢 人口)×100
老年 人 口扶 養人数=:(15～64歳人 口)÷(65歳以上人 口)=老 年人 口1人 を何人 の働 き手
が 支 えるかの 指標 。
老年 人 口指tw・=(65歳以上 人 口)÷(15～64歳人 口)×100=生 産年 齢に対 する老人 の
比 率
*著 者が(一)部 分 は不 明の ため,そ の まま空欄 と した。
資 料出所:望 月 衛 『PREPに関 す る研 究』㈲ 中 高年齢者 雇用 福祉協 会,1989年,p,638。
都市型労働者の労働観に関する一考察 一 41
題が中心であ り,総体的に労務構成に占める高齢化比率が,伝 統的な思想,制 度,慣 行等によ
って維持 されてきた施策のゆきづ まりに関す る主張が中心であった。
高齢化 した労働者 自身に関しては,労 働能力,モ ラール,イ ノベーシ ョン等への対応に関す
る問題があげられる。
労働能力およびモラールに関 しては,「高齢化により肉体的,精 神的能力が低下 し,仕 事の
くけ
能率が落ちて生産性があがらず,ま たモラールが低下する」 とい った主張があり,こ れが高齢
化 した労働者の労働能力,モ ラールに対する一般的な評価にな っている。
しかし,Bromley,D.B.が1機能的能力の程度は 「各年齢における個人間の差異が非常 に
　
大きい」 と主張 しているように,機 能的能力は個人差が大きく,すべての高齢化労働者の労働
能力が低下 しているとい う評価は必ず しも妥当とは言えず,モ ラールに関 しても同様である。
イノベ ーシ ョン等への対応に関しては,「加齢にともない,生 理的,心 理的機能 も低下し,
さらに融通性や適応性 も小 さくな るため,旧 い技能や技術 しかもっていない高齢者にとって,
ゆ






ればな らない。 また正常な状況 と病理的状況の双方において見 られる知能の質と量の変化につ
くめ
いて,両 者双方 にわたって説明でぎるものでなければならない」としてお り,高齢者の全てが
加齢とともに変化への適応力,あ るいは新 しい知識,技 術,技 能等の習得能力 を鈍化 させると
い う能力評価の姿勢は問題だといえる。
高齢化 した労働者 と経営上の問題,あ るいは人事労務管理上の問題として取 りあげられてい
る問題の多 くは,必 ずしも適切な根拠に基づくものではな く,高齢化 した労働者の能力,モ ラ
ール等 に関しても,必 ず しも科学的な根拠に基づ くものとは言えぬ主張がな されており,こ れ
らの主張によって形成される問題点,指 摘に対しては,よ り慎重に対応 しなければな るまい。
(2)企 業が認識する経営課題
わが国の産業が直面している経営課題は,一 般に,急 速なグローバリゼーシ ョン,情 報化,
技術革新等々の進行 と産業構造 の転換 高齢化,価 値観 ・意識の多様化等の動向への対応関係
から発生する課題が中心であ り,個 々の企業においては,個 別企業が取 り組むリス トラクチ ュ
ア リング(restructuring:事業構造再編成),個別企業が選択した経営戦略 との対応におい て
42 一 経 営 論 集 一
認識 される経営上の諸問題が経営課題になっているケースが少な くない。
以上の状況をふ まえて,産 業において認識 されている主要な経営課題をみると,業 種,企 業
規模を問はず 「従業員能力の質的向上」「販売網拡充 ・営業力強化」「新製品 ・新サービスの開
発」 等々があげられており,か つ 「人材の育成 ・確保」「生産性の向上 ・競争力の強化」等々
ω
があげられている。
これ らの課題の何れもが経営資源としてのマンパワーに関わる課題 である.ことを認識 してお
く必要がある。 さらに,人 事労務管理上の課題 としては,「人材不足への対応」「教育の徹底」
「中高年従業員の活用」等々があげられてお り,か つ 「人材の育成 ・能力開発」「処遇制度の見
ぐの
直し」「人員の削減」等々が業種,企 業規模 を問はず課題 とな ってい る。
経営課題 として,あ るいは人事労務管理上の課題 として指摘されている各課題の何れ もが,
総 じて個々の企業の直面 している経営課題 として捉えるべきではあるが,こ れらの提起されて
いる課題の背景として,労 働者が保有する職業能力 と,企業の経営活動において要求される能
力との乖離を意味する ミズマ ッチの発生問題があることは認識 しておかねばならない。
戦略展開上の障害になるマンパワーの能力的側面の欠如は,多 くの企業が直面している深刻
な経営上の問題であ り,しか もミスマ ッチの発生対象者が,い わゆる中高年齢者世代に集中し
ている現状 についての認識がなされる必要がある。
労働者は,加 齢 とともに労働能力は低下し,変 化への対応九 新 しい技術 技能の習得能力
を鈍化 させるとい った,高 齢者に対する能力評価の視点に関 しては,す でに述べたように慎重
であるべきではあるが,し か しながら ミスマ ッチ発生の対象者に,中 高年齢者が多数みられる
という現状 をふ まえて,再 び,高 齢化 した労働者の能力についての検討を加 える必要がある。
先にみたBromleyの指摘するように,加 齢とともに低下すると言われる労働能力,あ るい
は加齢とともに鈍化すると言われる変化への対応力,新 知識,技 術等の学習能力には個人差が
顕著であることが実証 されているとは言 うものの,個 人差が顕著であるにもかかわ らず ミスマ
ッチが,中 高年齢 世代に集中する傾向にある点 を分析する必要があ り,その問題点 に対する原
因が明らかになるならば課題の解決策 も明らかになると言える。
例 えば,変 化の速い現代社会においては,生 涯教育(lifelongcducati◎n)の観点から,長
期的視点に立脚 した計画的な能力開発への取 り組みがな される必要があり,個 々の労働者自身
も自己の責任において,自 己の職業能力 を一定水準に維持するために啓発努力すべ き必要性が
高いことは言 うまでもない。





その ような視点をふまえて現状 をみると,ミ スマ ッチの発生対象者である中高年齢世代を対
象に した能力開発機会 としての教育訓練機会が,個 別企業内において十分に用意されていると
は言えぬ状況がみられ る点は重要な問題点の一つだと思われる。
すなわち,
個別企業内において実施 される中高年齢者に対する教育 と,そ の他の企業内の教育 とを 「区
別する」必要性はない とい った認識も一部にな されてはいるが,事 務系,営 業系職種の中高年




中高年齢者自身に 「いまさらとい う意識があ り,教育を嫌 う傾向がある」 とは言 うものの,
多 くの産業において中高年齢者の ミスマ ッチが発生しており,こ の実態を直視して,企 業が認
識 している経営課題を考 える必要がある(図表(2)「ミスマt"チの発生状況とミスマ ッチ発生
劔
の主要理由」参照)。






① 発生している 57.1 3{主3 50.9





日経 連 会員会 社(理 事 会社883社 ・財務理 事 会社13
社)896社。
(2)調査 方 法
対 象企業 に対 し,「中高年 齢者 の教育訓 練及 び能 力開






① 過去 の経験が 活か せない76.1%
② 国際化 ・技 術 革新等 の影響 が強
く,状 況 の推移 に対応 で きない60.2%
③ 変化 に対応 してい こ うとい う意
欲 がな い36.4%
④ 現 状 に対 す る認 識が な され てい
な レ・26,1%





わが国の産業において,年 齢,学 歴等の属木的要素に力点 を置 く処遇体系を維持することの
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難しさは,進 学率の上昇,高 等教育の一般化のすすんだ60年代の後半から顕著にな ったが,
それにもかかわらず90年代に至るまで,比 較的属人的要素を考慮した処遇管理が行われてい
たと言える。
したが って,一 方において,伝 統的な属人的要素 をふ まえた処遇管理体系,慣 行が維持 され,
一方においては,顕 在化した能力に力点を置いた評価を行 う能力主義管理的な施策が導入 され
る等の両者が混在 した処遇管理が行われていた。
高齢化対策 として導入 されている人事労務施策 も,伝統的な処遇管理の見直 し,改革に比重
を置いた施策が少な くない。
例えば,年 功賃金 の是正,退 職金制度の改定,職 位 と処遇の分離等であ り,これらの施策は,
企業内において労務構成の高齢化が認識 されて以来,今 日に至るまで高齢化対策のための中心
的な施策 とな.ってい る。
さらに,労 務構成,年 齢構成を是正する動きとして,早 期退職者優遇制度,管 理職定年制,
くゆ
選択定年制等の施策があるが,こ れらの施策 も,個別企業内の労務構成の高齢化の度合によっ
て一様ではなく,個別企業内の状況に より施策および力点に差異があることは言 うまで もない。
以上を念頭において,高 齢化対策として導入 されている施策を整理すると,企業年金制度の
改定 ・導入,早 期退職者優遇制度,退 職者の組織化,年 功賃金の是正,生 涯生活設計教育,そ
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入 されている施策 を人事労務管理体系に したがい整理すると次の ように分類することができる。







































資料出所:図 表(3)『高齢化社会における企業 と個人(従 業員)の 現状 と対応に関する
実態』「高齢化対策制度の実施率」(27頁)を再編成。
以上の高齢化対策 として導入 されている人事労務管理上の諸施策は,す でに多くの企業にお
いて実施 されてお り,今後企業が導入を検討している施策 としても,以 上の各管理活動に整理
される何れかの施策が中心とな ってい るが,主 に導入が検討 されている施策としては,生 涯生
活設計教育(含 退職準備教育),再 雇用制度,勤 務延長制度の導入 ・拡充,退 職金制度の改定,
専門馴 鹿 離 者の励 のカウ・セリ.グ制度等があげられて、ぷ
(2)高 齢化対策 としての雇用管理関連施策
私企業としての企業は,そ の経営活動を維持するための施策 として,種 々の施策を導入する
が,雇 用管理関連施策に位置づけられる一連の施策の導入によつて,日 本的経営活動の一・側面
としての議論がな されて きた,い わゆる 「終身雇用」体制が変質 しつつあることは,90年代前
半における不況期の雇用調整施策に端的にあらわれている。
従来から終身雇用的な雇用,あ るいは雇用慣行 を維持してぎた企業は,景 気の安定 していた
時期における主として大企業においての雇用管理体制,雇 用慣行が中心であり,小 ・中規模企




関連企業への出向派遣制度,選 択定年制,転 籍制度,再 就職斡旋制度,再 就職相談室の設置
等 々であり,賃金管理における早期退職者優遇制度,教 育訓練管理あるいは能力開発支援制度
に位置づけられる制度ではあるが,労 働者の転籍,定 年退職後の再就労等 を念頭においた公的
資格取得援助制度,再 就職のための能力開発援助,出 向 ・転籍のための教育制度等々である。
これらの施策は,雇用調整のための施策として導入 される施策でもあるが,一方において目木
的経営特質の一側面として論じられてきた雇用形態,雇 用慣行を変質 させる施策になっている。
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例 えば,個 別企業において余剰労働力として位置づけられている中高年齢労働者を中心 と1.




契機になってお り,しかも,こ の過程において労働者の職業能力,労 働観,中 高年齢者の就労
形態を把握する契機になっているとい う実態は,興 味深い動向である。
かつて,第 二次石油危機(1973年)に直面したわが国の産業は,産業構造の見直 しを迫 られ,
鉄鋼,造 船等の基幹産業 を中心 とした一部の産業,企 業において,労 働者の早期退職者優遇制
度,転 籍制度等の施策が導入 され,こ れにより,一 部の業種(不 況業種),企 業の労働者が労
働市場においていわゆる転職を目的にした求職活動を行うケースがあったが,こ れらの活動の
過程 において も,第三者により職業能力が評価されたことがあった。そして,そ こでの職業能
力に関する評価 として,主 として,ホ ワイ トカラー労働者を中心 にして高い専門性,論 理的な
　
能力の欠如,あ るいは社会生活適応力に欠けている人物の存在が指摘 されたが,90年代の不況
に直面 した産業に よって導入 された雇用調整施策にともなう出向,派 遣,転 籍等の施策によっ
て,労 働市場において労働力として評価 されることにな った中高年齢者の職業能力に関する評
価 も,過去とは大 きく異なるものではない。
高齢化対策 として,あ るいは不況により導入された雇用調整諸施策によって,労 働市場にお
いて労働力として評価 されることになった中高年齢労働者は,結 果的に第三者から職業能力を
評価されることになったが,意 識面においてはともか くとして,そ の職業能力等の質的側面に




されている定年制は,1986年(10月)よりそれ までの 「55歳定年制」から 「60歳定年制」へ
と移行し,今 日に至っている。
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以来現在に至るまで約80%の 労働者が定年後においても,何等かの形での再就労を希望 して
いることが明らかになっている。





また,職 種,職 位によっても,再就労希望の形態,希 望する勤務形態は一様ではな く,そ れ
図表(4)「定 年 後 の就 労意 向 と希 望 勤 務 形 態」















































































11 16 31 12 43 55 26
45～49才
(166名)




i2 21 41 9 50 45 13
55才以 上
(159名)














23 35 ユ0 51 45 16
事 務 職(
236名) 10 12 41 14 51 43 23
.一
技 術 職
(93名) 17 14 39 11 45 51 19
監 督 職
(59名) 17 17 44 10 41 52 8
労務現業職
(47名) 17 9 34 4 21 75 26
資料出所:図表(3)『高齢化社会における企業と個人(従業員)の現状と対応に関する実態』「定年後
の就労意向と希望勤務形態」(69頁)をもとにして作成。
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それにおいて差異がみられるが,こ こで認識 してお くべ きは,45歳以上の中高年齢者の80%
以上の者が再就労を希望しており,希 望する勤務形態は,フ ルタイム労働,パ ー トタイム労働
　
ともに約50%の 比率になっているとい う現状である。
再就労の意志のない労働者が希望する生活は,例 えば,ボ ランティア活動に取 り組む生活で
あ り,趣味に打 らこむ生活を希望する者がいるが,こ れらの生活 を希望する者にとっては,生
活経済面 において安定 していることが条件ではあるものの,彼 等の中には,定 年後,数 年の後
にシルバー人材センター等 を通 じて再就労するケースが少な くないとい う実態をも念頭におい
て,高 齢者 と仕事について考えるべ きであろう。
したがって,定 年後の生活実態 との関連において,労 働者の定年後の進路 生活一について
は如何にあるべきかを多面的に考 えねばならぬとも言える。
(2)都 市型労働者の再就労意識と労働者の直面している問題
① 再就労意識(理 由)と 労働観
労働者の生活背景 として,比 較的田畑を所有するケースの多い地方都市の労働者(地 方都市





くは,定 年退職後 に再び企業等の組織への再就労を希望する者が多 く,地 方都市に立地する工
場等に採用 された労働者の多 くが,自 己の所有する田畑 を耕作する等の事由からか,企業 その
他の組織への再就労は考 えぬ という傾向がみられる。
本稿では,大 都市,あ るいはその周辺の都市に居住 し,大企業に勤務する主 としてホワイ ト
カラー労働者を都市型労働者 として位置づけ,田 畑等 を所有 しない都市の労働者の定年後の再
就労意識(理 由)等 を通 じて,そ の労働観を整理し,い わゆる都市型労働者の定年後の生 き方
についての,若 干の考察 を加えておきたい。
先にみた ように,都 市型労働者は定年退職後に約80%の 労働者が再就労 を希望 しているが,
その再就労の理由として注 目すべ きことは,「経済的により豊かな生活 をしたい」「働かないと
生活に困る」等の経済的理山からの再就労は,81年に調査を実施して以来,年 々,そ の比率を
低下させているとい う点である。
再就労の理由としては,「生 きがい,生 活の張 りを保つ」「健康を保つ」「まだまだ働ける年
齢だから」等 々の占める比率が高 く,これらが経済的理由からの再就労理由を上回っており,
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ここに都市型労働者の定年退職後に希望する再就労理由と労働観 労働に対する考 えをうかが
うことができる(図 表(5)「都市型労働者の定年後の再就労理由」参照)。
































































Iii:iiii:複数回 答(92年)一:複 数 回答(89年)…:複 数 回答(87年)




年齢別に再就労理由についての分析をしても,各年代ともに 「生 きがい,生活の張 りを保つ」
ことに再就労理由をあげてお り,ま た 「経済的により豊かな生活を1.たい」 とい う理由が占め
る比率が高い点に特徴がある。
39歳以下の世代には 「自分の能力をいかす」といった再就労理由が占める比率が高いが,調
査時点における経済的,社 会的背景によって,再 就労の理由も影響を受 けることは言うまでも
ない。
職種,職 位等により再就労理由 も異なるが,管 理職は 「生 きがい,生 活の張 りを保つ」 とい
った再就労理由を第一位においてはいるが,他 の職位,職 種の労働者 と比較すると,「自分の
能力を生かしたい」とい った再就労理由を持つ者が少な くない。
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監督職は 「生きがい,生 活の張 りを保つ」 ことを再就労の第一の理由としつつ も,「働かな
いと生活に困る」「経済的により豊かな生活 をしたい」 といった経済的理由か ら再就労 を希望
する者の比率が高い特徴がみられ,技 術職にも,ほ ぼ同様の傾向がみられる。
また,労 務現業職では 「健康を保つ」 ことと,「働かない と生活 に困る」ことを再就労理由
としている者が多 く,職種,職 位等によって,定 年後に比重がおかれる再就労理由は一様では
　
ない。
しか し,何 れの理 由からの再就労 を考えるにしても,経済的報酬 に比重をおいた労働を念頭
においた労働以上に,「労働生活を通 じての社会参加」 を望む労働者が占める比率が高まって
お り,特に,都 市型労働者には定年後の再就労を,社 会参加の手段 として捉える傾向を強めて
いる点を特徴的傾向 として指摘することができる。
② 再就労 と中高年齢者が抱 く不安
労働者が再就労の理由 として,「生きがい,生 活の張 りを保つ」ことを望み,「働かないと生
活 に困る」ことを考えても,雇用側には,労 働者に対 して,そ れぞれ期待する基準(水 準)と
しての職業能力がある。
したがって,再 就労を希望する労働者には,当 然のこととして,労 働市場において評価に値
す る職業能力を具備 してい ることが問はれることにな り,雇用側の期待す る職業能力 を具備し
ている労働者が雇用機会を持つことになることは言 うまで もない。
しかし,一 般的に,わ が国のホワイ トカラー(事 務系)労 働者の多 くは,労 働市場において




適応できるか」否か等々の不安を抱 く労働者は極めて多 く,都市型労働者は,定 年後にも再就
労への強 い気持を持 ってはいても,一 方においてはさまざまな不安を抱いてい るとも言 える
(図表(6)「都市型労働者が定年後の再就労にあたって抱いている不安」参照)。
再就労にあたって,何 らの不安,心 配すべ きこともない という労働者は僅かに1割 弱であり,
9割以上の労働者は,何 等かの不安を抱いているが,不 安の内容は,年 齢,職 種 職位によっ
て一様ではない。
例えば,39歳以下の世代では 「能力を生かした仕事ができるか」 否か,「期待通 りの収入が
得られるか」否か等の不安の占める比率が高 く,45～49歳の世代では 「再就職先が見つかるか」
否か,「新 しい仕事に自分の能力が適応できるか」 否か等々の不安が多 く,55歳以上の世代で
は 「能力を生かした仕事ができるか」否か,「人間関係が うまくい くか」否か等々の不安の占め







人 間 関イ系カミうま くい くか























































































































































る比率が高 くなっている。 しかし,全ての世代,職種,職位を通 じて 「再就職先が見つかるか」
「新 しい仕事に自分の能力が適応できるか」等の不安が占める比率は高 く,その他,管 理職で
は 「能力を生か した仕事ができるか」,監督職では 「人間関係がうまくい くか」等の不安が強 く
あ らわれてお り,技㈱ では 「勧 姓 かしたイ土車がでぎるか」等の不安がみぽ 、鍔
定年後の再就労にあたって示 されている中高年齢者の不安は,現 実の労働市場においても,
先にみた中高年齢ホワイ トカラー労働者の 「職業能力」「専門性(能 力)」の不確かさ,全 ての
人が社会生活 を送 るにあたって備えてお くべ き社会生活適応力(socifilskil1)の未熟 さが,再
就労にあたっての障害になっている実態 を直視 し,企業がその社会的責任の範疇において取 り
組むべ ぎ労働者 に対する能力開発投資 と,労働者 自身が自己の努力によって不安の解消に努め
るべきニーズは高い といえる。
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4.中高年齢者の定年退職後の再就労と生活
(1)定 年後の再就労
日常生活において,一 般 に,仕 事が占める重要度は高 く,生 活と仕事は極めて密接な関係に







くの都市型労働者は労働の場(職 場)を 中心にしての生活スタイルを形成して きたからだと言
える。
農山村地帯に居住し,一 方 において賃金労働者 として,企 業,そ の他の組織に所属する兼業
農家型 の地方都市型労働者は,一 般に地域社会 との濃密な人間的交流 の機会があ り,定年退職
後には,農 業者 として生活し得 る生活基盤を有 している現実から,都 市型労働者 とは根本的に
異なる生活背景を持 っている。
したがって,兼 業農家型の地方都市型労働者は,定 年退職後においても,仕 事 としての農業
があ り,地域社会 との人間的交流機会があるがために,再び企業等の組織への再就労を希望す
る者が少ない ものと思われ,地 域社会との人間的交流の希薄な都市型労働者が,定 年後に社会
参加の機会を求めて.企 業,そ の他の組織への再就労 を希望するのだといえる。
さらに付言すれば,都 市型労働者は,日 常生活の大半を企業等の職場で生活 をするのが,通
常の生活 スタイルであ り,企業等の職場以外での生活空間を殆んど持つことのない生活 を送 っ
ている労働者 としての特徴 がある。
それゆえに社会参加の機会とな る仕事に就 くことの出来ぬ中高年齢労働者の生活は空虚であ
り,社会全体の問題 として,中 高年齢者(特 に,高 齢者)の 社会参加の機会としての雇用拡大
を考えねばならないであろう。
(2)中 高年齢者の仕事と生活
職業(仕 事)に 対 する満足感は,日 常生活での満足度,充 実度 と密接に関連しているが,そ
の職業に対する満足感は,一 般 に,職 業(仕 事!の 将来性,内 容,収 入,(職場の)人 間関係,
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世間の評価,労 働時間,(職場での)能 力発揮の度合い等によって差異が生 じる傾向がある。
学校を卒業 して,就 職するに際 しても,「自分の能力 ・個性を生かせる」「会社の将)榔k」等
の理由が,重 要な企業(職 業)選 択の要因になっている。
しかし,日 常生活の満足度,充 実感 を左右する職業(仕 事)は,産 業構造の転換,イ ノベー
ションの進展等々によって変化 し,そ こで要求 される能力も変化することは言 うまで もない。
グローバ リゼーション,イ ノベーシ ョン,情報化等々の進展,産 業動向,経 営戦略等々をふ
まえて,労 働の場に関しての将来を予測すると,今後 ともに労働の場が変革 し続けることは,
容易 に予測 し得ることであり,そ して労働環境の変化に対応 して労働者に要求 される能力 も変
化 し続けるにちがいない。
このように変化 し続ける産業社会においては,労 働者が労働の過程において,自 らの能力を,
労働 とい う行為によって,労 働の過程 とその結果をも含めて,「これはおれの仕事だ」 とい う
実感を持つことのできる仕事は,FA化 された職場等に存在するか否かを検討しなければなら
ないし,そ のような職場における労働 の過程において,労 働者は さまざまな経験や知識を獲得
ゆ
し,そ れらを仕事の能力 として蓄積 していくことが可能か否かをも検討する必要がある。
しかし,何 れの産業,何 れの職業に従事する労働者ではあって も,その労働の過程において,
　一人の人間の内部で労働が成熟 し,仕 事が自分の中に入るとい う実感 を持つことは大事であ り,
そのような実感を持 った労働者は,恐 らく社会生活適応力(socialskill)を保有した労働者 と
して,あ るいは常識ある社会人,市 民としての評価 を得ることが出来 ると思われる。
「仕事」以外に関心のない 「会社人」ではな く,仕 事 には一生懸命に取 り組む とともに,良




幸いに,経 済的事 由のみによって,定 年退職後の再就労を考えな くても良い生活背景を もっ
た労働者の比率を高 めているわが国においては,個 々の労働者の経済生活 との関連においてで
はあるが労働を単なる経済的報酬のみに目的をおく労働から,社 会参加の手段 として,あ るい
はボランテ ィア的要素を持たせての労働へ と,労働の持つ意味を転換 させて もよいであろうし,




定年退職後に労働者が選択する進路は,再 就労 を希望する労働者と,そ の意志のない労働者
とに大別 されて整理されてお り,その就労形態 も,フ ルタイム労働 とパー トタイム労働 とに大
別されて整理 されるのが一般的である。
しか し,価値観 ・意識の多様化の進行する時代であることが指摘 され,情 報社会 としての様
相 を強めつつあるわが国の社会にあっては,定 年退職後の労働者の進路 も,よ り多様 であって
然 るべきだと思われる。
例えば,定 年退職後 の再就労も,グ ローバリゼーションの時代にふさわ しく,就労の場は国
内の各地 に,そ して国外に広がっても差 しつかえないはずであ る。
製造メーカーにおける労働の場は,業 種,業 態,FA化 の程度等により一様ではないが,何
れの生産現場 においても第一線監督者(foreman)の役割は,極 めて重要である。
ASEAN,NIES諸国,さ らに中国,イ ン ド,ミャンマー等において生産活動を行 う日系企業
は少な くないが,こ れらの日系企業をみると地域的な文化的特性でもあろうが,現 地側 スタッ
フによる現地従業員へのOJT(OntheJobTraining:職場内教育)が 成 り立 たぬケースが
みられ,こ れが日系企業による円滑な技術移転の障害にな っているケースも少な くない。
そのような職場に,仮 に現地従業員に対 して,適 切に技術,技 能等の指導が出来る経験の豊






再就労の場が,可 能なかぎり,現在の居住地に隣接 した地域 に立地することが理想ではあろ
うが,新 しい土地 での生活に支障を感じない人にとっては,国 内の大都市から,地方の中小都
市への移住 も,さ らには海外での生活をも視野に入れての再就労を考える必要がある。
海外の 日系企業に勤務する人たちのなかには,定 年退職後において も,そ の勤務地に居住し,
生活することを希望 している者 も少なくないが,再 就労の形態は,居 住地の面から,そ して再
就労の目的から再考する必要がある。
すなわち,
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再就労の 目的と,再 就労希望の形態 とをより整合 させる努力を,労働者自身が行 うことによ
って,定 年退職後の再就労機会は拡大するであろうし,個 々人にとっても人間性の感 じられる
生活スタイルを選択することが期待できるからである。 さらに,再 就労 にあたっての勤務形態
についても,再就労の目的,生 活スタイルに対応 した勤務の形態 を考えるべきである。
「自分の能力 を生か したい」 と考 え,高 い専門性(能 力)を 保有しているならば,雇 用側と
の調整によって,例 えば,3ヵ 月間,6ヵ 月間 と集中的にフルタイム労働者 として特定のプg
ジェク トに関わり,そ の他の時間は,仕 事以外での社会参加の方法を考 える。あるいは,在 宅
勤務の形態を選択するのも一法であ り,在宅勤務とパー トタイム労働,あ るいは在宅勤務 と3
ヵ月間,6.ヵ月間のフルタイム労働 とを組合わせる等々の勤務形態を選択することも考えられ
る。
定年後に再就労 を希望する労働者は,限 定された定年後の進路のみか らではなく,広 く社会
参加の方法を選択するという視点から,ま た,社 会参加の手段 とし・ての再就労であるとい う視
点から,そ の 目的に対応 した勤務形態を選択するとい う自覚 と,そ れへの努力がなされねばな
るまい。
一方,定年後の中高年齢者を雇用する企業は,多 様な就労形態 を希望する中高年齢者の就労
を許容する体制の確立と,風 土を形成することが求められる。 これが可能であるならば,わ が
国の雇用形態,就 労形態,労 働社会の様相は,現 状とは随分と異なる形態になることを想定す
ることができる。
(2)自 律 ・自立すぺき労働者




親会社 と子会社,本 社 と関係会社 とい う資本関係の体制の中での終身雇用的雇用慣行を維持
できる企業 も存在するではあろ うが,労 働者 としては,少 なくとも一企業内において就職時か





高齢化 とともに,意 欲の低下と衰えが指摘 される中高年齢者には,社 会的適応力,職 業能力
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の向上 と,定年後における社会参加 に対 して,よ り意欲的に生活する姿勢が求められている。
Covey,S.T.は,意欲的に生活するためには,考 えるきっかけをつけること,行動によって
かちとること,行動によってきっかけをつ くること,習性 によってかちとること,習慣によっ
てきっかけをつ くること,性格に よって きっかけをつ くること,運 命によってかちとること等
々が重要な要素になると言い,こ れらが人間の基本的な性格,生 活習慣を構成すると指摘 して
いる。
そして,こ の生活習慣が人間生活にとっての強力な要素 とな り,効果的な生活習慣は,知 識,











資 料 出 所:CoveyS・R"Tlte7HabitsOfHigh!y&∬ectivePeoPle,
SimonandSchuster,1989,48頁。
終身雇用的雇用慣行が維持 されていた時代にあ っては,労 働者は,自 己の社会的適応力の向
上に対して,あ るいは職業能力の向上に対 して,あ る面 においては他力(relyon)的な側面
が強 くみられたが,そ れでも労働生涯を全 うす ることは可能であ った。
しかし,終 身雇用的雇用慣行を維持することが困難な時代となり,一方において,多 様な雇
用形態,就 労形態の選択が可能となった時代において,し かも定年退職後において も労働を通
じての社会参加 を考えねばならぬ時代においては,労 働者はより自律的に,か つ自立 して,生
活する姿勢を確立することに努めねばなるまい。
幸いに,多 くの企業,自 治体,そ の他の組織において,ラ イフ ・ステージに対応 して,如何
に生活すべきか,自 己の職業生活 を如何にデザインすべ きか等の内容から構成される生活設計
教育が普及 してお り,労働者が これらの教育プログラムに対 して積極的に参加 し,自己の職業,
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職業能九 日常生活等々について考える機会 を持 つことは有意義である。
個別企業における人事労務,教 育訓練スタッフおよび労働組合が,個 々の労働者が,よ り自
律的に,かつ自立 した生活 を送るべ く,生活設計教育,退職準備教育等 を企画,導入することは,
労働者にとっての重要なモチベーシ ・ン施策の充実を図る契機になることは言 うまでもない。
これらのプログラムの企画,実 施の過程においてスタッフが考えるべきことは,キ ャリア ・
カウンセリング(careercounseling;careermanagementcounseling)を行 える機会を用意
することであ る。
集合教育 としての生活設計教育によって,知 識,情 報 を習得 し,自分自身の職業,職 業能力,
日常生活等について考える契機が出来たとしたならば,次 のステージにおいては,労 働者が具
体的に何に取 り組むべ きであるかに気づ くことが重要であり,こ れらのステップを経て集合教
育 での学習効果をより一層高めることが期待できる。
労働者が何に取 り組むべ きかに気づ く、(awareness)ことを促す手段 として,キ ャリア ・力
印
ウンセリングは有効であり,集 合教育 とキャリア ・カウンセリングとを連動 させて,あ るいは
人事管理,教 育訓練(能 力開発)の 諸制度 とともにキャリア ・カウンセ リングの制度が設けら
れるならば,現 状からより改善 された人事労務管理制度 として,制 度の活性化が期待され,高
齢化した労働者に対するモチベーシ ・ン施策になるものと思われる。
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